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Ⅲ 特別調査事項（ ）インターネット等の利用状況

インターネットを巡る環境

・ 「情報通信白書（平成１５年版 （総務省）によれば、インターネットの利用者数は）」

６,９４２万人 であり、人口普及率は５４.５％と初めて５０％を（平成１４年１２月末）

超え、２人に１人以上がインターネットを利用している。

でインターネットの普及状況をみまた 「平成１４年通信利用動向調査 （総務省）、 」

ても、平成１４年末で、事業所普及率が７９.１％と高い普及率を示しており、企業に

とっては経営の能率化や生産性の向上などを図る上での重要な手段となっていること

がうかがえる。

・ 埼玉県では、県内中小企業におけるＩＴ活用の現状、電子商取引の実施の目的や課題

を把握するため、四半期経営動向調査 の特別調査事項として調査を(平成１５年９月調査)

実施した。

※ 「インターネット等の利用状況」に関する調査は、平成１２年９月調査、平成１３年９月調

査及び平成１４年９月調査でも実施しています。

※ 本文中に関する数値については、グラフのほかアンケート調査集計表４０頁以下を参照して

ください。

１ 概 況

インターネットの導入(接続)状況については、導入している企業が７０４％と全体の７割に.
達し、導入予定とする企業を含めると、県内中小企業の概ね４社に３社がインターネットを導

入していることとなる。

ホームページの開設状況については、開設している企業が３６０％と前回調査に比べわずか.
に増加した。また、開設予定とする企業が減少し、開設していない企業がわずかに増加してい

る。開設していない企業は前回調査に続き５０％を超える結果となった。

いも電子商取引の実施状況については、実施している企業が全体の１０８％と、実施率は低.
のの、調査開始以来、初めて１０％を超えた。

業種別にみると、製造業 、非製造業 ともに実施率が前回調査を上回り、（１３５％ （９４％）. .）

製造業では初めて１０％を超える結果となった。

それぞれの業種の内訳をみると、製造業の「電気機械器具 と非製造業の「情報」（２３ ４％）.
サービス業 の２業種で２０％を超える実施率となった。」（２５０％）.

電子商取引の実施目的は、全体でみると「効率化」を挙げる企業が最も多く、次いで「時間

を選ばず取引できる 「顧客サービスの向上」と続いている。」、

業種別にみると、製造業で「効率化」が最も多く、次いで「顧客サービスの向上 「新規取」、

引先の開拓、商圏の拡大」が上位を占めている。

非製造業では「効率化」が最も多く、次いで「時間を選ばず取引できる 「経費節減 「顧」、 」、

客サービスの向上」が上位を占めている。

電子商取引の課題は 「ハッカー・ウイルスなどに不安 「情報の漏洩に不安 「代金の決済、 」、 」、

方法に不安」が上位を占めており、多くの企業が電子商取引というシステムに対して不安を抱

いている様子がうかがえる。

また 「飲食店」や「建設業」で「電子商取引を実現するためのノウハウがわからない」が上、

位に挙げられている。
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２ インターネットの導入（接続）状況について

インターネットの導入状況は、導入している企業が全体で７０４％と全体の７割に達した。.
一方、導入予定とする企業は５０％、導入していない企業は２４７％とわずかに減少した。. .
業種別にみると、製造業、非製造業ともに７割程度の導入率となっている。

製造業の内訳 をみると、「電気機械器具」 及び「一般機械器具」（４０頁参照） （８５ ７％）.
。 、「 」(８５３％). の２業種で８５％を超える高い導入率を示している 一方 パルプ・紙・紙加工品

では５４０％と導入率が最も低く、他の業種に比べやや低い水準となっている。.
(４０頁参照) （９８９％） (８５８％)非製造業の内訳 をみると、「情報サービス業」 及び「医療業」. .

の２業種で８５％を超える高い導入率を示し、次いで「サービス業 「卸売・小売」 、（７７３％. ）

業 「飲食店 「建設業 の順となっている。」 、 」 、 」（６６６％ （５５４％ （５４６％）. . .） ）

＜インターネットの導入(接続)状況＞

全 体

製 造 業

非製造業

※ 前回調査から 「建設業 「専門サービス業」及び「洗濯・理容・美容業」を、 」、

調査対象に追加
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３ ホームページの開設状況について

ホームページの開設状況は、開設している企業が全体で３６０％と、前回調査に比べわずか.
に増加している。また、開設予定としている企業は減少する一方、開設していないとする企業

が増加しており、その割合は前回調査に続き５０％を超える結果となった。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに３５％程度の開設率となっている。

製造業の内訳 をみると 輸送用機械器具 金属製品 一(４１頁参照) (４８４％) (４６７％)、「 」 、「 」 「. . 、

般機械器具 及び「電気機械器具 の４業種で４５％を超える開設率を示」 」（４６ ４％) （４６ ０％). .
している。一方 「衣服その他の繊維製品」 「家具・装備品」 及び「パル、 、(２５ ０％) (２５ ９％). .
プ・紙・紙加工品 の３業種では３０％を下回る開設率となっている。」（２７０％）.
非製造業の内訳 をみると 「情報サービス業」 「医療業」 の(４１頁参照) (７８ ５％) (５１ ２％)、 . .、

２業種で５０％を超える開設率を示しているが 「建設業」では１８３％と、他の業種に比べ低、 .
い開設率となっている。

＜ホームページの開設状況＞

全 体

製 造 業

非製造業

※ 前回調査から 「建設業 「専門サービス業」及び「洗濯・理容・美容業」を、 」、

調査対象に追加
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４ 電子商取引の実施状況等について

(1) 電子商取引の実施状況

、 、 、電子商取引の実施状況は 実施している企業が全体で１０８％と 実施率は低いものの.
初めて１０％を超える結果となった。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに実施率が前回調査を上回り、製造業では、初

めて１０％を超える実施率となった。

製造業の内訳 をみると、最も実施率が高い「電気機械器具」 で２０％(４２頁参照) (２３４％).
を上回り、次いで「出版・印刷 が続いており、最も低い「家具・装備品」では」（１７９％).
実施率が３６％となっている。.

、「 」 、非製造業の内訳 をみると 情報サービス業 が実施率が最も高く(４２頁参照) (２５ ０％).
「 」 、「 」 、「 」 、「 」次いで 卸売・小売業 サービス業 医療業 飲食店(１４９％) (９ ４％) (６ ７％). . .
「建設業」 の順となっている。(３１％) (２ ４％). .、

＜電子商取引の実施状況＞

全 体

製 造 業

非製造業

※ 前回調査から 「建設業 「専門サービス業」及び「洗濯・理容・ 美容業」を、 」、

調査対象に追加
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(2) 電子商取引を実施している目的

電子商取引を行っていると回答した企業では、全体でみると「効率化」を目的とする企

、 「 」、「 」 。業が最も多く 次いで 時間を選ばず取引できる 顧客サービスの向上 と続いている

、 、 、「 」 、業種別にみると 製造業 非製造業ともに 効率化 を目的とする企業が最も多いほか

製造業で「顧客サービスの向上 「新規取引先の開拓、商圏の拡大」が続き、また、非製」、

、「 」、「 」、「 」 。造業では 時間を選ばず取引できる 経費節減 顧客サービスの向上 が続いている

全 体

（複数回答３つ以内）

＜業種別：上位回答＞
（複数回答３つ以内）

順位 １ 位 ２ 位 ３ 位

業種

効率化(51.2%) 顧客サービスの向上 新規取引先の開拓・商圏製 造 業

(28.0%) の拡大(24.4%)

効率化(61.5%) 時間を選ばず取引できる 経費節減(28.8%)、非製造業

(37.5%) 顧客サービスの向上

(28.8%)

建設業 効率化(75.0%) 新規取引先の開拓・商圏の拡大(37.5%)

顧客サービスの向上(37.5%)

卸売・小売業 効率化(48.9%) 新規取引先の開拓・商圏 顧客サービスの向上

の拡大(40.0%) (31.1%)

飲食店 効率化(50.0%)、 新規取引先の開拓・商圏の拡大(50.0%)、

顧客サービスの向上(50.0%)

情報サービス業 時間を選ばず取引でき 効率化(70.0%) 顧客サービスの向上

る(75.0%) (40.0%)

医療業 効率化(87.5%) 時間を選ばず取引できる 経費節減(50.0%)

(62.5%)

サービス業 効率化(66.7％) 経費節減（38.1%) その他（33.3%）

12.9%

9.7%

28.5%

26.3%

15.1%

25.3%

31.2%

57.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

在庫の圧縮や適時の調達ができる

顧客サービスの向上

新規取引先の開拓、 商圏の拡大

企業のイメージアップ

経費節減

時間を選ばず取引できる

効率化
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(3) 電子商取引の課題

電子商取引の課題は、全体でみると「ハッカー・ウイルスなどに不安 「情報の漏洩に」、

不安」が上位を占めている。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに 「ハッカー・ウイルスなどに不安 「情報の、 」、

漏洩に不安」及び「代金の決済方法に不安」を上位に挙げている企業が多い中、非製造業

のうち「飲食店」や「建設業」で「電子商取引を実現するためのノウハウがわからない 、」

また 「卸売・小売業」や「医療業」では「社内の人材不足」が上位に挙げられている。、

全 体

（複数回答３つ以内）

＜業種別：上位回答＞
（複数回答３つ以内）

順位 １ 位 ２ 位 ３ 位

業種

ハッカー・ウイルスな 情報の漏洩に不安がある 代金決済に不安がある製 造 業

どに不安(40.4%) (33.6%) (29.3%)

ハッカー・ウイルスな 情報の漏洩に不安がある 代金決済に不安がある非製造業

どに不安(40.7%) (39.6%) (28.3%)

建設業 ハッカー・ウイルスな 情報の漏洩に不安がある ノウハウがわからない

どに不安(39.0%) (36.5%) (34.5%)

卸売・小売業 ハッカー・ウイルスなどに不安(34.1%) 代金決済に不安がある

社内の人材不足(34.1%) (33.5%)

飲食店 ノウハウがわからない ハッカー・ウイルスなど 代金決済に不安がある

(42.1%) に不安(31.6%) (23.7%)

情報サービス業 ハッカー・ウイルスな 情報の漏洩に不安がある 代金決済に不安がある

どに不安(50.0%) (47.5%) (31.3%)

医療業 情報の漏洩に不安があ ハッカー・ウイルスなど 社内の人材不足

る(55.0%) に不安(51.3%) (22.5%)

サービス業 情報の漏洩に不安があ ハッカー・ウイルスなど 代金決済に不安がある

る(45.7%) に不安(43.0%) (21.9％)

3.9%

15.4%

14.7%

8.7%

25.2%

24.4%

28.7%

37.5%

40.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

特になし

維持管理コストが高い

開発コストが高い

社内の人材不足

ノウハウがわからない

代金の決裁方 法に不安がある

情報の漏洩に不安がある

ハッカー・ウイルスなどに不安がある


